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論文内容の要旨
序論
本稿の課題は，従来， (フランス王権と神聖ローマ帝権という二大権力の影響のもとに)非自律的
で脆弱な権力体として評価される傾向がつよい 18 世紀ロレーヌ=エ=パール公権像について，
時ouverainetω (1主権 J )という観点から捉え直すことにある。
<<souveraineté>> は，絶対主制といわれた近世期のフランス王権がその権力の絶対性を正当化するた
めの理論構築に利用したキ一概念であり， 何ouveraineté>> に関する議論は，従来，中央権力である
王権を主体とする議論に独占されてきた。他方で，ロレーヌ=エ=パール公権のような地方(地域)権
力を対象とした諸研究の成果は，主として国制史的な観点、から各地域の実態を明らかにすることで絶
対王制の限界をつとに指摘してきたものの，中央と地方という対峠関係から地域権力の独自性が相対
的に明らかにされるため 伺ouveraineté>> についてはあくまでも中心的な権力主体である王権のそ
れを前提においた議論にとどまりがちである。
その一方で，二大権力からみると辺境に位置するロレーヌ=エ=パール公権のような地域権力もまた
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同様に， 旬ouveraineté>> の論理をもちいた議論を展開し，その権力の正当性を積極的に主張してい
た形跡をさまざまな史料から確認することができる。くわえて，本稿が対象とするレオポル 1 世とフ
ランソワ 3 世が，啓蒙専制君主の系譜の一端に載せられる場合があるという事実も，彼らがその
何ouveraineté>> をどう捉えていたのかについて考察するためには看過できない。
つまり，当該期のロレーヌ=エ=パール公権は，他のヨーロッパ諸国，あるいは少なくともフランス
王権や神聖ローマ帝権とは異なる権力理論を内外において展開していたのではなし、かと予測しうるの
であり <<souveraineté>> の解釈や何ouveraineté>> をめぐる他権力との議論においても，ロレーヌ=
エ=バール公権独自の論理とその自律的側面を見いだすことができるのではないだろうか。このよう
な観点にたち，議論の場を αsouveraineté>> に関連する諸側面にシフトさせることで，従来のロレー
ヌ=エ=パール公権像を再評価する余地が生まれるのである。また本稿が，ロレーヌ=エ=バール公権の
<<souverainetω に着目して分析を行ったのは，ロレーヌ=エ=パール公権が，神聖ローマ帝権下の領邦
国家という側面と同時に，制度的な観点からフランス王権の支配下にあるとみなされてきた側面を伝
統的に持つことから，領邦国家史，フランス地域史，そして対外関係史を結節し，多角的な分析を可
能とする点で有効であると判断したためである。
そこで本稿では，ロレーヌ=エ=パール公権の対外的時ouveraineté>> と対内的何ouverainet白と
いう二つの側面について，それぞれに課題を設定し，以下のように議論を進めていった。
第 1 章
第 1 章においては，まず，ロレーヌ=エ=パール公権の伝統的かっ国際的な法的資格の歴史的変遷に
ついて， 何ouveraineté>> を軸に論じた。次いで，ロレーヌ=エ=パール公権の伝統的な対外政策であ
る中立政策がし、かにしてフランス王からの永世中立宣言をえるにいたったのかについて，永世中立を
求めるレオポル 1 世の政策指示書における議論を中心に分析したのち，その永世中立が，フランソワ
3 世期においてどのように展開していったのかを追った。
ロレーヌ=エ=パール公権を構成するロレーヌ公権とパール公権の発祥は，そのどちらも神聖ローマ
皇帝からの封 fief であるが，同時に公国は，強い「独立性 indépendanceJ をもっ封建国家 Étatf駮dal 
に成長した。このような状況下で，神聖ローマ皇帝とロレーヌ=エ=パール公は，何ouveraineté féodale抄
をめぐって論争を展開したが，これに一定の解決をみせたのが 1542 年のニュルンベルクの和議であ
った。この和議により，ロレーヌ=エ=バール公権は，君主国 État souverain として独立した
何ouveraineté>> の行使を法的に認められた。このような理解は，ロレーヌ=エ=バール公権が「自由か
っ統合不可能 libre et non incorporableJ であると宣言され完全な αsouverainetω 」を承認され
ることによって一つの国家」として「独立j が確立されたという解釈に由来する。つまりロレーヌ
=エ=パール公権は，ここでいう αsouverainetω を，一定の領域に居住する人々を「法の下で一元的
に統治する」という観点から用いられる <<souveraineté politiquりと同義であると捉えていた。一方
で，ロレーヌ=エ=バール公は，継続して神聖ローマ皇帝の保護下におかれることも和議において宣言
されたため，開ouveraineté féodale>> を承認される立場にも留まった。つまり，ニュルンベルク和議
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以降のロレーヌ=エ=バール公権は， <<ﾉtat souverain妙であると同時に，封としての法的資格が担保さ
れているという状況が並行する状態に立たされたと言える。
ロレーヌ=エ=パール公権の状況をより複雑にしたのは，フランス王権との関係であった。ニュルン
ベルク和議によってロレーヌ=エ=パール公権が αEtat souverain抄として独立した何ouveraineté>>
の行使を可能とした一方で，フランス王は， 1301 年のブ、ルジュ条約が公園の一部がフランス王の封(パ
ール公園内のパロワ・ムヴァン)になったことを理由に，ロレーヌ=エ=バール公に同封に関する臣従
礼の要求を行い，さらに 1571 年のブロニュ条約では，パロワ・ムヴァンにおける上級裁判権をパリ
高等法院が管轄する事を決定することで，公権の「独立性j を抑制する施策を講じた。くわえてフラ
ンス王権は，公権の機能(<< souverainet?>>)そのものを一気に，かっ全面的に停止させるという点で
暴力的な強制力となる軍事占領も行ったが，とりわけ 17 世紀以降の軍事占領は，ロレーヌ=エ=バー
ル公の臣従礼拒否への対応という名目で行われたため，レオポル 1 世はあえて臣従礼を拒否せず， 1697
年のライスワイク条約で <<Etat souverainゆとしての何ouveraineté politiqu酬を回復(=独立)し
でもなお，フランス王との封建的主従関係を確認した。しかし，スペイン継承戦争 (1701~1713 年)
をきっかけに，フランス王権は，ロレーヌ=エ=パール公権を保護するという名目で公国にふたたび進
軍したため，ここに，伝統的「私法J (封建的慣習法)と「公法J (国際法規)が，フランス王権によ
って都合良く利用されるという事態が生じた。フランス王との封建的主従関係の維持いかんにかかわ
らず，ライスワイク条約という国際法規上で回復した公権の何ouveraineté politiqu酬は，フランス
軍による公園占領によって容易に侵害されるものであった。
しかしながら， レオポル 1 世が作成した永世中立交渉に関する指示書からは，多国間で共有される
国際法規であるライスワイク条約が，何ouveraineté>> の回復，つまり αEtat souverainゆとしての「独
立J をロレーヌ=エ=パール公に承認し，対外的に宣明した意義を非常に大きく評価していたことを読
み取ることができる。なぜなら，ライスワイク条約こそ，ロレーヌ=エ=パール公権が，フランスを主
とするヨーロッパ主要国にたいして永世中立の承認要求を積極的に展開した法的根拠であったためで
ある。戦時下の一時的な中立ではなく，あらゆる国際紛争にたいして中立な立場を永世的に維持する
ことは，独立した <<Etat souverain妙だからこそ正当性をもった要求を可能にした。同時に，永世中
立は，伝統的に国家的自律性が不安定であったロレーヌ=エ=バール公権が，外的な影響から
<<souverainetωを保全し，実質的な「独立」をえる手段になると考えられたのである。
永世中立の交渉は，まずはフランス宮廷において 1725 年から本格的に行われた。フランスによる
軍事占領を回避し「独立した国の主人 Maistre d'un Etat libreJ になることが主目的でありつつも，
封臣としての立場上からフランス王権に配慮したため，当初の交渉は，フランス王の，恩恵、という形で
承認を求める他律的で従属的ともとれる姿勢で、行われた。しかし 1726 年以降は，レオポル 1 世が，
ライスワイク条約の遵守と君主聞の何ouveraineté>> の平等性を根拠に承認の正当性を強く訴える姿
勢へ転換したことを確認できる。フランス王権側に永世中立を認めないとする法的根拠が一切ないこ
とにたいし，公権側の主張は法的にみて承認されるべきであるということを論点に行われた交渉は，
1728 年 10 月 14 日，フランス王ルイ 15 世の「ロレーヌ永世中立宣言」によって結実した。ライスワ
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イク条約以降もつづいたロレーヌ=エ=パール公権の国家的自律性の欠如は，永世中立を承認させるこ
とで，フランス主との封建的主従関係に由来するフランス主権の干渉を排し， αÉtat souverain抄とし
て一定の自律性のさらなる確保に繋がるものであると期待された。しかし，この永世中立は， 1733 年
のポーランド戦争の際，公権側がその存在を全く認識していなかった証書を法的根拠にしたフランス
軍の占領によって容易に反故とされ，他方では，この戦争に伴うフランス主権と神聖ローマ帝権問の
みの交渉によって，フランソワ 3 世によるロレーヌ=エ=バール公位の放棄とポーランド王レシチニス
キへの公園の譲渡が一方的に決定された。ロレーヌ=エ=パール公抜きでこのような交渉が可能となっ
た背景とそこにみられる二大権力の議論には，彼らとロレーヌ=エ=パール公の伝統的な封建的主従関
係に裏打ちされた <<féodalité>> の理論が根強く息づいていた。レオポル 1 世期に確立された
<<sou veraineté>> の論理と「独立」は，このような大国の論理を排し，国際的に適用させられるほど確
立的なものではなかったと言える。
第 2 章
第 2 章では，ロレーヌ=エ=パール公権の対内的何ouveraineté>> に関する具体的な考察に入る前
の準備的考察として，バロワ・ムヴァン問題の背景と論点について整理した。
当地は，フランス王に「帰属する mouvantJ 封であるゆえにバロワ・ムヴァンと呼ばれる:
<<mouvance féodale妙。フランス王権への帰属性は， 1571 年以降，上級裁判所としてバロワ・ムヴァ
ンを管轄するパリ高等法院が維持してきたといえるが: <<mouvance judiciair制，レオポル 1 世以降の
ロレーヌ=エ=パール公権は，パロワ・ムヴァンの統治に関してパリ高等法院(その背後のフランス王
権)の抵抗に直面し，公権がこれを <<souveraineté>> の侵害と捉えたため両者の間に深い対立が生じ
た。これらを総じてパロワ・ムヴァン問題と呼ぶことにするが，問題の背景には帰属」に関する両
者の解釈の相違，あるいは帰属概念そのものの暖昧さがあったと推測しうる。
帰属の端緒が αmouvance féodale 沖であることは， 17 世紀にみられたフランスによる軍事占領
がロレーヌ=エ=パール公の臣従令拒否や，バロワ・ムヴァンが封であることを根拠に行われたことか
らみても疑問の余地はない。しかし， 1670 年以降の占領下のロレーヌ=エ=バール公国では，フラン
ス王権による司法制度の整備と導入が積極的におこなわれていることをみると，フランス主権の狙い
が <<féodalité>> への原点回帰や封建的主従関係の強化などではなく， αmouvance féodale悼を政治的
論法に利用し，主権がその上位性を示す論理構築を行うことで占領を正当化しつつ <<mouvance
judiciairゅの強化にシフトしていくことであったと考えられる。
この状況は，レオポル 1 世以降，変化をみせる。公国においてレオポル 1 世による司法行政改革
が行われ，ロレーヌ最高法院とバール会計法院が再建される一方で，パロワ・ムヴァンでは，ライス
ワイク条約第 41 条に則り，パリ高等法院は上級裁判所としての機能を維持した。これをうけたパリ
高等法院は，バロワ・ムヴァンの各裁判所に対し，パリ高等法院を頂点とする「序列化された権威
autorit? hiérarchiqueJ と自身の「規律にもとづく権力 pouvoir disciplinaireJ に従うよう求め，公
権が施行しようとするあらゆる法はパリ高等法院に提出され登記されない限り効力を発揮しないとの
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布告を出した。この事態は，パリ高等法院によるロレーヌ=エ=パール公権の立法権，つまり
<<mouvance législative怜の要求とみなしうるので，この時期以降のパロワ・ムヴァン問題は
αmouvance législative抄が対立の要となっていった。また立法(権)の帰属は， <<souverainetω の行
使，つまりは，法による一元支配という観点から αsouveraineté>>と極めて密接に関連するため，公
権がその確保に最も苦心していた点であるが，その際に重要な争点となったのが，ライスワイク条約
第 41 条にもその効力の有効性を確認されている 1571 年のブロニュ条約と 1575 年王宣という一連の
和議(以下，コンコルダと略記)であったと考えられる。
コンコルダによると，ロレーヌ=エ=バール公権には，バロワ・ムヴァンにおける何ouveraineté>> の
行使が認められる一方で <<féodalitω の諸権利と <<mouvance judiciaireゅに関する権利(パリ高等
法院による上訴の扱い)は，フランス王権が限定的に保持するとある。これは， 16 世紀当時のパロワ・
ムヴァン問題を当面の解決に導いたが， 18 世紀のパロワ・ムヴァン問題をめぐる論争で，コンコルタや
への言及がある現実をみれば，コンコルダ自体に後の論争の種となる要素が含まれていた事は否定で
きない。また， 16 世紀以降のパリ高等法院は，何ouveraineté>> の譲渡不可性を強固に支持する立場
をとっていることから，パリ高等法院には，コンコルダ自体を不当として扱う素地を伝統的に持って
いたといえるのであり， 18 世紀においても，公権の何ouveraineté>> 行使を容易に認めず，これに抵
抗したことは何ら不思議ではない。
とりわけコンコルダをめぐっては王に固有の諸権利と αsouveraineté>> J という文言に関連し，
それがどういう条件においてロレーヌ=エ=パール公権に認められたか，といった譲渡条件にかんする
論争が中心となった。たとえば，譲渡形態として三つの解釈の可能性について言及している Cochet
はフランス王がその享受と行使しか認めておらず，諸権利の所有は厳にフランス王のものであり
『王が，ただ一人かっ唯一のパロワの君主 souverainll である」としたが，対してロレーヌ=エ=バー
ル公権はコンコルダによってその譲渡が永久に認められている j とする解釈を支持したと位置づ
けた。他方， Cochet も含め，王権側に与する諸言論は，コンコルダがあくまでもロレーヌ=エ=パー
ル公とフランス王の封建的主従関係を前提として締結されたものであるため，コンコルダがみとめる
「王に固有の諸権利と αsouveraineté>> J は，あくまでも王の自由裁量によってただその行使が認めら
れるとして <<féodalitω の論理に従う議論を展開した。また，彼らに共通し，かっ基底となっている
だろう認識としては，切ouveraineté>> の譲渡不可性が注目に価する。この理論はロレーヌ=エ=バ
ール公権はバロワ・ムヴァンにおいて αsouverainetω を持たないが，その諸権利 (αdroits de 
souverainet?> )を行使するのである」といった主張に端的に表れている。このような 「王に固有の
諸権利と <<souveraineté>>J とその譲渡形態についての解釈や認識の相違は，パロワ・ムヴァン問題
をめぐる両者の主張において明確に露呈されていくことになるのである。
第 3 章
第 3 章では，ロレーヌ=エ=パール公権と高等法院の <<souverainetω に関する基本的な解釈の相違
をふまえ，何ouveraineté>> にアプローチするための具体的な問題としてレオポル法典と課税問題を取
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り上げた。レオボルド法典は，ロレーヌ=エ=バール公権の裁判権について明文化したものである。法
による一元支配によって(パロワ・ムヴァンにおいては)パリ高等法院の権力(権限・特権・権威)
とフランス王権の影響力を縮小し，公権の権威を発揚する目的で作成されたが，パリ高等法院は，こ
の法典を自身の権力の制限・侵害と捉えた。第二次改正法典にあたる 1707 年公令にたいし，パリ高
等法院は，コンコルダに照らしてその合法性の精査とパリ高等法院の文書保管局への提出・保管を要
求し，レオポル 1 世はこれを受け入れることでパリ高等法院による立法(権)への一部関与を認めた
が，その際「多大な遅延行為をしなしリことを条件として求めた。パリ高等法院は， レオポル 1 世の
統治開始直後に行った司法行政改革以降，その権限行使の制限に対する抵抗措置として，裁判業務を
わざと遅滞させ公権の円滑な統治運営を妨げるという行為に及んでいた。そのため，レオポル 1 世が
だしたこの条件は，合法性精査についても遅延行為が行われることを危慢してのものであったと考え
られる。しかし，これをうけてパリ高等法院は，法典の受け取り自体を拒否したため，精査そのもの
はやはり遅れることとなり，公権の立法権は間接的に侵害される結果となった(実際の受け取りは早
くとも 1718 年以降と推測される)。他方で，裁判の現場では， 1701 年に最初に出された法典を適用
する裁判所もあり，ロレーヌ=エ=バール公権ノ《リ高等法院，現場開の調整はみられず，バロワ・ムヴ
アンの裁判体制には一定の混乱が生じた。
パロワ・ムヴァンではさらに，この混乱を利用した 在地住人による税の徴収拒否の訴えが頻発し
た。たとえば「人頭税支払い拒否に関する請願書」には，パロワ・ムヴァンがフランス王に属する故
に徴税権も王に帰属すること つまり 税に関する諸権利がコンコルダで公権に認められているにし
ろ，その徴収を強要することはできないことが記されている。このような訴えに対してパリ高等法院
は，だされた訴えを審理することなく住人側の勝訴を認める庇護判決を濫発した。このような，公権
によるパロワ・ムヴァン統治のさらなる困難にたいし，自力での解決を見込めなくなった公権は，フ
ランス宮廷(中央政府)の介入による解決を模索することになった。
そこでまず，ロレーヌ=エ=パール公権は，何ouveraineté>> の諸権利に関して改めて合同調査を行う
ための第三者機関として特命審議官を任命し，調査によって導き出される見解を王権側と共有するま
では，バロワ・ムヴァンにおけるパリ高等法院の裁判行為を中断することを王権側に求めた。くわえ
て公権は，コンコルダ1こ関する偽の印刷物や正確性に欠く印刷物を排除し，共通の内容を持つ再版物
を配布することで，公権，王権，パリ高等法院の問で，コンコルダに関する共通認識をえることを求
めている。結果的に， 3 名の審議官が選出され，裁判中断の要請，および，正誤表を伴うコンコルダ
の最新版が，フランスの宮廷はもとよりパリ高等法院長にも送付されたものの パリ高等法院全体と
してはこれを無視しつづけた。また王権当局もパリ高等法院に強制することはなかったため， レオポ
ル 1 世が逝去する 1729 年までに目立った成果をえることはなかった パロワ・ムヴァンにおけるロ
レーヌ=エ=ノミール公権の何ouveraineté>> の行使にとって，コンコルダとその維持を承認する国際法
規(主としてライスワイク条約)が，唯一かっ至上のよりどころではあったが，このような上位権力
レヴェルでの合意がたとえあったにしろ，現実的に ロレーヌ=エ=パール公権の αsouveraineté>> が
パリ高等法院から容易に侵害される状態を完全に断ち切ることは困難であったと言える。
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第 4 章
第 4 章では，フランソワ 3 世期の対内的 <<souverainetω に関する議論を抽出するため，即位祝賀
税の問題をとりあげた。 1729 年 7 月 26 日にだされた，公位継承にともなう即位祝賀税の宣言にたい
し，パリ高等法院は，この宣言の実行および被課税者名簿の作成の禁止，住人による支払い行為の禁
止を命じる布告 (1729 年 12 月 20 日布告)や，この布告に反対したバール・バイイ裁判所の裁判所
役人にたいする職権停止を命じた布告 (1730 年 1 月 18 日布告)をだし，他方で，徴税に反対する訴
えにたいしては庇護判決を濫発した。パリ高等法院がこのような行為に及んだ理論的根拠は，あくま
でもバロワ・ムヴァンの何ouveraineté>> がフランス王に帰属するため，ロレーヌ=エ=パール公は
<<souveraineté>> の諸権利を享受されているにすぎないという <<souveraineté>> の譲渡不可性にあっ
た。したがって， <<souverainetω の権利に属する課税とそれを制定する立法(権)に関連する諸問題
は，パリ高等法院が裁くべきとした。一方，ロレーヌ=エ=パール公権の理論は，立法(権)と課税(権)
が「主に固有の諸権利と <<souveraineté>> J に含まれ，かっその行使については，コンコルダを根拠
に，パリ高等法院の庇護判決や一連の布告がそれらの権利を侵害しているとするものであったため，
両者の理論はまったく相容れなる点がない。
このような事態において公権側は，フランス王による特別決議という法的な手段をえる交渉にでた。
特別決議は，パリ高等法院による一連の布告や庇護判決を破棄させることで徴税を可能にし，同法院
からの <<souverainetω 侵害を一気に解決するための方策に位置づけられていた。特別決議の是非を
めぐっては， 6 月 20 日の国王顧問会議において，大法官ダゲソとロレーヌ=エ=パール公権の特派外
交官ブルシエによる討論がおこなわれ，ロレーヌ=エ=パール公権側の論理とダゲソを通じて展開され
たパリ高等法院の論理が対立した。討論では，パロワ・ムヴァンに適用すべきはフランスの「王国規
律」か，あるいは公国の「国家の諸法」か，という議論にみるパロワ・ムヴァンとその時ouveraineté>>
の帰属問題，次に，三身分会議招集の是非にみるコンコルダの解釈問題，最後に，庇護判決の法的正
当性とその効力に関する問題の三点にしぼられる。これら三点にかんする両者のそれぞれの主張の相
違に通底する論点は，またしても，ロレーヌ=エ=バール公とフランス王，どちらに αsouverainetω が
認められるか，つまり，どちらがバロワ・ムヴァンの君主であるか，という点に集約された。結果と
して，ロレーヌ=エ=パール公権は，特別決議という法的解決策ではなく，徴税をただ「口頭」で保証
されるという「些細な解決策J (6 月 22 日決定)しかえることができなかった。つまり，ロレーヌ=
エ=パール公権は，その主張の正当性を王権にたいして表面的に認めさせたにすぎず，パリ高等法院，
ひいては王権の権威は王権自身によって守られた。
結論
ロレーヌ=エ=パール公権は，永世中立の交渉において，永世中立の承認をフランス王権の「恩恵」
と位置づけて交渉するという，封臣としてのこれまでの従属的態度から脱却した。フランス王権と同
じ αEtat souverain>>のー君主 souveraln として，自身の国際法規上の法的資格に由来する権利の正
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当性を主張する姿勢へとシフトし，公権全体としてその自律性をたかめる交渉を積極的におこなうこ
とで，領土の保全という観点で法的側面での独立の正当性を強化したといえる。他方で公権は，パロ
ワ・ムヴァンにおけるパリ高等法院からの立法(権)への関与要求と裁判の遅滞による統治運営の阻
害よって，その ((souverainetω の行使が侵害される状況にたいし，コンコルダを議論のベースにそ
の権力の正当性を求めた。これは，コンコルダに十分な「勝算」があったからこその交渉戦略であっ
たと同時に，ロレーヌ=エ=パール公権には，コンコノレダF しか有力な交渉材料がなかったことを示して
いる。コンコルダは，ロレーヌ=エ=バール公に「主に固有のすべての権利と ((souverainetω」を認め
る一方で，王には ((féodalitω の諸権利の要求とパリ高等法院による上訴審の扱いを認めるという，
相容れない事態を同時に承認しており，公権にとっては諸刃の剣といいうる側面をもった。ロレーヌ
=エ=パール公権がフランス王権からの干渉を常に受けざるをえなかったのは，このためであったと言
える。これに対してフランス宮廷は，宮廷聞の交渉においてロレーヌ=エ=パール公権側の主張の正当
性を承認しつつも，パリ高等法院に実質的な対応をとることがなかった。これは，フランス王権には
法的根拠が薄弱であるという自覚がありながら，対外戦略(主として対神聖ローマ帝権，ロレーヌ統
合政策)を背景に，公権に対する影響力の維持を望んだためであり，パリ高等法院が，現実的にロレ
ーヌ=エ=ノ〈ール公権の対内的 ((souveraineté>> を侵害したところで，フランス王権事態には何ら痛手
になることはなかったためと考えられる。
しかし，以上のような結果を， 18 世紀ロレーヌ=エ=パール公権に関する従来の通説に同意し，ロレ
ーヌ=エ=ノ〈ール公権という権力体固有の受動性や非自律性だと即座に評価するのは早計である。本稿
が示してきたとおり，封建制の理論と近代的主権国家の理論がより混在をきわめる 18 世紀という時
代背景を考慮、した相対的な評価がなされるべきであるだろう。何ouveraineté>> に着目した権力理論を
とおして，改めてロレーヌ=エ=バール公権をみれば，封建制の理論を積極的に排し，そこから脱する
ことでバ占tat souverain怜として何ouveraineté politiqu酬の自律的な行使に関する正当性が自身に
あることを一貫して主張していた姿を確認することができる。つまり，ロレーヌ=エ=バール公権が提
示し続けた叫ouveraineté>> には，現代の「主権」概念に通底するより先駆的形態をみてとることが
できるといえるだろう。一方，封建的な議論からどんな権力よりも先に脱することで「主権国家 Etat
souverainJ として権力を確立してきたフランス王権側の権力理論は，軍事的脅威という暴力的な手段
や封建制の理論，つまり引mouvance féodale抄を都合に応じて利用するという点で一定の矛盾を内包
した。このような点は，少なくとも従来のロレーヌ=エ=パール公権にかんする評価にたいし一定の修
正を確実に迫りうる側面である。
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論文審査の結果の要旨
1766 年にフランス王国へと編入される前のロレーヌ=エ=パール公権(一般に「ロレーヌ公国 J )は、
従来の研究において フランス王国と神聖ローマ帝国という二大権力が重視されてきたため、中心的
な考察対象とされることがほとんどなかった。本論文の目的は、フランス王国編入という歴史的事実
を自明の前提とすることなく、また上の二大権力との関係を見失うことなく、ロレーヌ=エ=パール公
権独自の権力論理を、 ((souveraineté>>の概念に注目することによって歴史的文脈において実証的に解明
することである。
この目的を達成するため 本論文は、対外的ωouveraineté>> と対内的ωouveraineté>> という両側面の分
析に立脚して、ロレーヌ=エ=パール公権により自覚的かっ主体的に追求された((souveraineté>>の内実へ
とアプローチする。対外的制ouveraineté>>の側面については、ロレーヌ=エ=パール公権による中立政策
とその展開に注目し、フランス王国と神聖ローマ帝国という両大固との対外関係において、同公権が
従来の従属的地位から離脱し自立しようと模索するプロセスを検討する(第 l 章)。対内的
((souveraineté>>の側面については、まず 18 世紀にフランス王権との間で大きな争点、となったパロワ・
ムヴァン地域の統治問題について、その前史をなす 14 世紀から 17 世紀にいたるロレーヌ=エ=パール
公権とフランス王権の政治的、制度的関係を整理する(第 2 章)。次に、このような背景的理解をふま
えた上で、 18 世紀のロレーヌ=エ=パール公レオポル l 世(在位 1697"'-' 1729) とフランソワ 3 世(在
位 1729"'-' 1737) の統治期に焦点を絞り、パロワ・ムヴァン地域における立法権と課税権の帰属問題に
注目して、第 3 章ではレオポル l 世による司法行政制度改革(1レオポル法典」適用問題)と人頭税課
税の問題を、第 4 章ではフランソワ 3 世による即位祝賀税の課税問題を詳細に分析する。
以上の分析から明らかになったのは、ロレーヌ=エ=パール公権が中立政策の推進および立法権と課税
権の確保の試みをつうじ、封建的秩序から脱する方向において、国家主権の概念につらなる権力論理
(((souverainet?> )たる領邦君主権の構築をめざし、とりわけフランス王権による支配拡大に対抗しつ
つ、フランス王権、神聖ローマ帝権と対等の独立国家であろうと積極的に志向していた側面であり、
ここに本論文による新たな知見が示されている。
全体として本論文は、フランス外務省をはじめとするフランス本国の古文書館で収集した豊富な一
次史料の地道で徹底的な分析に支えられながら、ロレーヌ=エ=パール公権に自律的・主体的な領邦君
主権確立への明確な志向性が存したことを析出することに成功しており、十分な説得力をもっ手堅い
歴史論文となっている。また本論文は、レオポル l 世を啓蒙専制君主の先駆けとする説への萌芽的批
判も含むが、これは啓蒙思想、を視野におさめた非常に奥行きの深い研究へと発展しうる将来性を示す
ものでもある。
以上により本論文は 論文提出者が自立して研究活動を行うに十分な高度の研究能力と学識を有す
ることを示している。よって、本論文は、博士(国際文化)の学位論文として合格と認める。
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